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計画策定方針にかかる国の動向について 

 

社会保障審議会介護保険部会（第 90 回）（令和２年２月 21 日）によれば、第８期計画作成上のガ

イドラインとなる基本方針について、以下のような記載を充実する事項が示されている。 

 

【第８期計画において記載を充実する事項（案）】 

①25・40 年を見据えたサービス基盤と人的基盤の整備 

○2025・2040 年を見据え、地域ごとの推計人口等から導かれる介護需要等を踏まえて計画を策定 

②地域共生社会の実現 

○地域共生社会の実現に向けた考え方や取組について記載 

③介護予防・健康づくり施策の充実・推進(地域支援事業等の効果的な実施) 

○一般介護予防事業の推進に関して「PDCA サイクル沿った推進」、「専門職の関与」、「他の事業

との連携」について記載 

○自立支援、介護予防・重度化防止に向けた取り組みの例示として就労的活動等について記載 

○総合事業の対象者や単価の弾力化を踏まえて計画を策定 

〇保険者機能強化推進交付金等を活用した施策の充実・推進について記載。（一般会計による介

護予防等に資する独自事業等について記載。） 

〇在宅医療・介護連携の推進について、看取りや認知症への対応強化等の観点を踏まえて記載 

〇要介護（支援）者に対するリハビリテーションの目標については国で示す指標を参考に計画に

記載 

○PDCA サイクルに沿った推進にあたり、データの利活用を進めることやそのための環境整備に

ついて記載 

④有料老人ホームとサービス付き高齢者住宅に係る都道府県・市町村間の情報連携の強化 

〇住宅型有料老人ホーム及びサービス付き高齢者向け住宅の設置状況を記載 

〇整備に当たっては、有料老人ホーム及びサービス付き高齢者向け住宅の設置状況を勘案して計

画を策定 

⑤認知症施策推進大綱等を踏まえた認知症施策の推進 

○認知症施策推進大綱等を踏まえ、「共生」と「予防」を車の両輪とした認知症施策の推進につ

いて 5 つの柱に基づき記載。（普及啓発の取組やチームオレンジの設置及び「通いの場」の拡

充等について記載。） 

○教育等他の分野との連携に関する事項について記載 

⑥地域包括ケアシステムを支える介護人材確保及び業務効率化の取組の強化 

○介護職員に加え、介護分野で働く専門職を含めた介護人材の確保の必要性について記載 

〇介護現場における業務仕分けやロボット・ICTの活用、元気高齢者の参入による業務改善など、

介護現場革新の具体的な方策を記載 

○総合事業等の担い手確保に関する取組の例示としてポイント制度や有償ボランティア等につ

いて記載 

○要介護認定を行う体制の計画的な整備を行う重要性について記載 

〇文書負担軽減に向けた具体的な取組を記載 
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■25・40 年を見据えたサービス基盤と人的基盤の整備について 

○第 8 期計画においては、2025 年、2040 年のサービス需要の見込を踏まえ、施設サービス、居

住系サービス、地域密着型サービスをバランス良く組み合わせて整備することが重要。 

○また、介護離職ゼロの実現に向けたサービス基盤整備（約 50 万人分）、医療計画、地域医療構

想との整合性を踏まえる必要がある。 

○令和２年度予算案において、地域医療介護総合確保基金のメニューを拡充し、 サービス基盤

整備を支援することとしている。 
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■第 7期計画の PDCA を踏まえた第 8期計画の作成 

○第 8 期計画の作成にあたっては、まずは、第 7 期計画の進捗管理（PDCA サイクル）において

把握された地域の課題や解決方法を踏まえながら、必要に応じて実態把握の調査・ヒアリング

を実施し、これらを関係者と議論し、認識を共有しながら考察し、第 8 期計画に反映すること

が求められる。 

○第 8 期計画においては、より PDCA サイクルを回しやすくし、適切に事業を進めていく観点

から、取組と目標について、その進捗状況をどのような指標でモニタリングするかも併せて検

討し、アウトカム指標を含め、定量的な指標を設定することも重要である。 

 

○PDCA サイクルに沿った取組を推進するための評価の在り方 

■一般介護予防事業等の推進方策に関する検討会取りまとめより 

「一般介護予防事業等に今後求められる機能を実現するための具体的方策等」 

・アウトカム指標やプロセス指標を組み合わせ評価。 

・今後国は指標を検討し、一般介護予防評価事業の見直し等を行うことが必要。その際、保険者

機能強化推進交付金の指標と整合を図ることが望ましい。 

・アウトカム指標：個々の事業や高齢者全体の状況等を判断する指標を設定 

・プロセス指標：実施体制や関係団体の参画などの具体的な取組状況が把握できる指標を設定 

 

 

■現段階における、第 8期介護保険事業計画の作成に向けたスケジュール 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


